
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

更新日：

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備数

・全国の要請枠に限りがあるため

・新規要請枠を増やすように国に要望する必要がある

％

100.0

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率
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・課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既存の事業説明資料などを活用し、効率
的・効果的に行ってください。
・上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいように、「５．評価時点での現状→６．成果が
あったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れとなるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

－

・東日本大震災以降災害派遣医療チーム（DMAT）の理解が進み、充実を検討している病院が多くなって
きているが、新規隊員養成は厚労省による養成研修を受講する必要があり、島根県の場合は、年間4チー
ムの要請枠の配分となっており、県内病院からの希望にすべて応えることが出来ず調整に苦慮している。

６.成果があったこと（改善されたこと）

0852-22-6698

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 災害医療関係機関

（２）意図 災害発生時に住民の生命への被害を最小限に抑えるため、迅速かつ的確な医療救護が行えるよう体制整備と連携強化を図る。

・災害時における円滑かつ適切な医療救護活動を行うため、平時から緊密な連携体制を構築することを目的として、災害関係機関連絡会議を設置
・超急性期の医療救護を担う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の組織体制を整備するとともに、実動訓練の参加経費を補助するなど、活動を支援
・救急部門に関わる医師等による災害医療に関する訓練や研修を実施することにより、士気向上や職場の魅力向上を図り、災害医療体制を維持・充実につなげる

評価実施年度： 平成２８年度

28年度 29年度

20.0 20.0

事務事業の名称 風水害震災時の医療体制整備

事務事業担当課長 医療政策課長　家本　賢 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－１－２
消防防災対策の推進

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備数
目標値 20.0 20.0

30年度 31年度年度 27年度

・県内の災害拠点病院は、全県的視点で指定する基幹型が1か所と二次医療圏毎に指定する地域型が９か所の計１０か所、災害協力病院を１２か所指定している。
・災害拠点病院の耐震化率は１０病院中２病院が未了だが、２病院も建替え計画が進行しており平成２９年度ごろまでには耐震化が完了予定。
・災害派遣医療チーム（DMAT)を１１病院１７チーム整備している（平成2８年４月現在。昨年度比１病院１チーム増）。

うち一般財源（千円） 2,485 13,210

達成率

17.0

％

施設

災害拠点病院の耐震化率
実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 3,190 16,035

・熊本地震の経験を広く共有することによる病院の理解促進（熊本地震による災害時医療体制についての関心の高まり）
・訓練の積極的な参画による要綱類の実効性の検証（特にH28は中国地区DMAT協議会実動訓練の主催県）
・本年度は、日本DMAT検討委員会の委員であるため、直接厚労省DMAT事務局と意見交換できるため、要望等を伝えていく

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・国が示す災害拠点病院の指定要件のうちの一
つである「ＤＭＡＴの保有」について全病院が
達成
・救急部門に関わる医師等による災害医療に関
する訓練や研修の経費を支援する補助制度を創
設
・本年４月に発生した熊本地震においては、Ｄ
ＭＡＴ保有１１病院全てを現地に派遣すること
ができた
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取組目標値
指標名 災害拠点病院の耐震化率
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